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1． は じ め に

From 九州支部

『九 州地盤情報共有デ ー タ ベ
ー

ス』 の 構築

　地盤工 学会九州支部で は，平成 14年度 よ り ， 産 官学

か らな る委員会を立ち上 げ地盤情報の あり方等 に つ い て

種 々 の 検討を行 っ て き た。検討結果 に 基 づ き，平成 16

年度か らは，九 州地 方 に お け る地 盤「青報の 共 有化 と公開

を 目的 と して ，九 州 に お い て 官公 庁 が 実 施 した地 盤 調 査

の デー
タ を 集約 して ，一般 の 利 用 に 供 す る

“
九 州地 盤 情

報共有デ
ー

タベ ー
ス
”

の具体的な構築 を開始 した。平成

17年 12月 に は，よ うや くCD −ROM の 完成を み た （囗

絵写 真
一32） こ とか ら，こ れ まで の 支部 の取 り組 み 等に

つ い て 報告 す る。

2．　 これまでの経re1｝・2〕

　（1） 平成 14年度 に は，九州地 区 を 対象 に ア ソ ケート

調査を 実施 し，各機関が有す る地盤情報デ
ー

タベ ー
ス の

実態や 相互 利用 の ニ
ー
ズ，課題等の基本的な事項 に つ い

て 整理 ・分 析 した。こ れ らの 活動 にあ た っ て は，下 記の

二 つ の 機関に よる検討 が行 われ て い た こ とか ら，相 互 に

意見交換 と活動内容の 調整 を行い な が ら進 め て い っ た。

　 O 「地 理 ・地 盤情報利用技術研究委員会　準備委員

会」 （地 盤工 学会 九 州支部）；準備の た め の 事前調査委

員会
3）

　o 「地 盤情報 の利 活用 検 討」（国土交通 省 ・JACIC）

　  　平 成 15年度 に は，地 盤 工 学会九 州 支 部 と九 州 地

方整備局の 両機関が協力 し て ，それ ぞ れ 下 記の 委員会を

設置 し，技術的な 課題 や デー
タベ ー

ス の 構築
・
管理 運営

体制な どの 検討を 行 っ た。そ れ らの 検討 を 経 て ，「九 州

地 盤 情報 共 有データベ ース 」の構築方針 が 取 りま とめ ら

れ た 。

　○ 「地 理 ・地 盤情報利用技術研究 委員会」 （地 盤 工 学

会九州支部）；デー
タベ ー

ス 保有機関の 合意形 成 ・
技術

的検討。平成 14年度 の 準備委員会 を 本委員会 に 昇格 さ

せ た もの。

　○ 「地 盤 情報共有データ ベ ース 検討委員会 」 （九 州地

方整 備局）；地 盤 調査 発注機関 （国
・
県

・市 等）と して

の 合意形成 。 地 盤デー
タ の

一
般公開 へ の 意 見，合 意形 成 。

3． 平成 16年度か らの 取 り組 み

　産学 官 に お け る地 盤 情報 の共 有 と，そ れ に よ る 地 盤情

報 の 利 活 用 の 推 進を 図 るた め，産学 官 各分 野 に お い て地

盤情報 を有す る，ま た は，地盤 情報 に つ い て知 見 を有す
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る 機 関 か らな る 「九 州地 盤情報 シ ス テ ム 協議会」 を 5

月 26 日 に 設 置 し た 。 そ の 中 に 評議会 以 下 三 つ の 部会

（構築
・
管理 運営

・企 画部会）を設 け て い る 。

　「九州地盤情報 シ ス テ ム 協議会」 は ， 大学等 7， 国 1，

県 7，政令指定都市 2，旧 公社
・
公団

・
協会 5， 民間コ

ン サ ル タ ン ト 7 機関の 合計30機関 か らな る 産官学の 集

ま りで あ る。

　同協 議会 は，平 成 16年 3 月 に 策定 し た 「九 州 地 盤 情

報共有デー
タ ベ ー

ス 」 構築方針 に 則 っ て，地 盤 情報 共有

デ ー
タ ペ ー

ス を構築 し ， 平成 17年中の 公開 を 目指 した 。

また，16年度以降 に 実施され る 地質調査デ
ー

タ の 収集

を 行い ，将来的に，共有デ
ー

タ ベ ー
ス の デー

タ追加 や機

能拡充を 図 るた め の 方策に つ い て検討する こ とに な っ た。

4． データベ ース構築の 基本方針

　構築に あた っ て は ， 九州支部 の 特性 を考慮 し ， 既 に先

行 して 構築を行 っ て い る 北海道支部 の 事例 を参考 に しつ

つ ，以下の 基本方針で の ぞんだ。すなわち，

　  地 盤情報の 基盤 イソ フ ラ と して整備 す る

　　地 盤 DB の 構築 に よ り新 た な地 盤データの 活用 方策

　　が 開発 され る よ うに 基 盤 イ ン フ ラ と位 置 づ け る。

　  　公開す る

　　地 盤デ
ー

タは 自由に 使用
・
加工 で きる よ うに 公開 す

　 　 る。

　  CD −ROM で 提供 す る

　　支部 で の 維持管理 の 能 力 を考 え て CD−ROM とす る。

　  　有償提供 （実費販売）とす る

　　CD −ROM 構築に あ た っ て の 実費は 受益 者負担 とす

　 　 る。

　  既 存 ソ フ トを尊重す る

　　既 に か な りの 数の 既 存 ソ フ トが 存在す る こ とか ら，

　　 こ れ らの ソ フ トと共 存 で き る よ うに，必 要 最小 限 の

　　表示 ソ フ ト とす る。た だ し，地 盤 デー
タ として は，

　　存在 す る も の は で き る だ け CD の 中に 格納 して お く

　 　 こ と に す る。

　  九 州 全 体 と して 取 り組む

　　各県ご とに構築 に取 り組む よ り も
一

緒に 取 り組む 方

　　が 合理 的 で あ る こ とか ら，九 州 全体として 取 り組 む。

　  早急 に 構築す る

　　 デー
タの 逸散 を 防 ぐた め ，また，今後の 展開の た め

　　 に早急 に 構築 す る。

　  将来 の データ蓄積方法 を 考慮す る
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支部 ね っ と

　　電 子 納 品 の 流 れ を踏 ま え，産官学 ，す な わ ち発注 者

　　 と受注者 が 同じ場 で 電子化 に つ い て 議論を進める。

　　将来的 に は，自動的 にデー
タ蓄積が行 わ れ る よ うな

　　仕組 み の構築をは か る。

な どで ある。実際 に行 っ た 具 体的取 り組 み は 以下 の とお

りで あ る。

　（1） 収 集 対 象 とす るデー
タ

　既 に 電 子化 され て い る デー
タ で 発注者 ・受注者等の 機

関で保有されて い る もの。

　  次 の機関 が実施 した地 質調 査 に よ る調 査 成 果 ；九

　　州地 方整備局，九 州 7県北 九 州 ・
福 岡 の 2政 令市，

　　水資源機構，日本 下 水 道事業団，鉄道建設
・
運輸施

　　設 整 備支援機構，福岡北九州高速道路公社

　  県 の 機関 に お い て は ，管内の 市 町村 が 実施 した地

　　質調査 の 調査成果 も登 録 され る よ う努 め る。

　  　データ提供機関

　次 の機関 が電 子 データの 形 態で提供 す る （デ
ー

タ本数

は 約 3万 本）。た だ し，デー
タチ ェ ッ ク に よ り実数は 若

干 減少。

　  九州地 方整備局 ；TRABIS （建設）約 13500 本 ，

　　BORA （港湾）約 6520 本

　  　鉄 道 建設 ・運 輸施 設 整 備支援機構，福岡北九州高

　　速 道路公社 ，地 質調査会社
・
団体 7社

・
団体

　（3） デー
タ ベ ー

ス の 形態

　  　内蔵 デー
タの フ ォ

ー
マ ッ ト ： デ

ー
タベ ー

ス に 内蔵

　　す る デ
ー

タ項 目は，「地 質 調 査 資 料 整 理 要 領 （案） 平

　　成 15年 7 月 」 の フ ォ
ーマ ッ トを 基 本 とす る 。

　  データの 出力 フ ォ
ーマ ッ ト ： デー

タベ ー
スの デ

ー

　　タ を表示 ， 印刷す る場合の 出力フ ォ
ー

マ
ッ トは以下

　　の とおりとす る。

　　　 。ボー
リ ン グデ

ー
タ （原位置試験結果含む ）・

　　　　「ボ
ー

リソ グ柱状 図 作成 要 領 （案）平 成 11年 5

　　　　月 」 が 定 め る土 質 ボー
リ ソ グ柱状図様式

・
岩盤

　　　　ボー
リソ グ柱状図様式

　　　・土質試験結果
…
  地盤工 学会が定め る 「デ

ー
タ

　　　　シ
ー

ト4161 ： 土 質試験結果
・
覧表 （基礎地 盤）」

　（4） デ
ー

タベ ー
ス の機能

　  地 点検索機能
・・電 子地 図上 か ら，また は 項 目を 指

　　定 して 地 質調査 地 点 を検索

　  　柱状図表示
・
印刷機能

…
柱状図 を 単独 ・並列 で 表

　　示 ・印刷

　　た だ し，土 層断 面 図の 作成機能は 付加 して い な い 。

  土質試験結果 表示 ・印 刷機能
…士 質試験

一
覧表 を

　　表示 ・印刷，将来的な 機能拡充 も検討

（5） デー
タ の 提供方法 ： CD −ROM の 有償 （実費）提

　　　供

  web 配 信 の 方 が データの 更新 は 容 易で ある が ，

　　シス テ ム の メ ン テ ナ ン ス に 係 るマ ン パ ワ
ー

の 確保 が

　　困難で あ る 。

  　CD −ROM の 方 が デー
タベ ー

ス構築
・
管理運営の

　　ト
ー

タル コ ス トが低い ため，安価 で デ
ー

タ提供 が可

　　能 とな る。
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　（6） 実施体制
・
方法

　  実施体制 ；地 盤 工 学 会九 州攴部 に，「九 州 地 盤 情

　　報 シ ス テ ム 協議会」 を平 成 16年に設 置 。 デー
タ収

　　集か らデータベ ー
ス 作成 の 業務は，協議会か ら委託

　　 され た機関 （実施機関） が行う。

　  　実施方法

　　　・協議会の要請 に 基づ き，データ提 供機関は，地

　　　　盤 情報 の電 子データ を実施 機関 に送付

　　　 ・ 実施 機関は電子デー
タ を と りま とめ の 上，官公

　　　　庁 に デー
タ登録 の 可否 を照会

　　　 。実施機関は ソ フ トウ ェ ア を作成 し，収集デ
ー

タ

　　　　を登 録 した CD −ROM を作 成 し，協 議 会 に 納 品

　　　 。 協議 会 は CD −ROM の 販売 管 理 を行 い ，利 用 者

　　　　か ら問い 合わせ に対応す る （必要に 応じて 関係

　　　　機関 と連絡調整）

　  　留意事項

　　　 ・協議会は，デ
ー

タ提供機関 と官公 庁か ら，デ
ー

　　　　タ登録 に つ い て文書 に よ り承 諾を 得 る。

　　　 ・ 民 有地 デ
ー

タ は登 録 の 可 否 につ い て は 発 注機関

　　　　の 判 断 に よる 。

　　　 ・ 一般 に 提供す る CD−ROM からは発注機関や調

　　　　査会社 が特定 で きる デー
タ を除外す る。

　　　 ・CD−ROM の 利用許諾書に 免責事項 を 明記 す る。

　（8） 今後実施す る ボーリン グ調査の デー
タ 収集

　平成 16年度 以 降に 官 公 庁 が実 施 す る 地 盤 調 査 デー
タ

は，電 子納品の 成 果品な どの 形 態で 収集す る シ ス テ ム の

構築。

5． 共有 デ
ー

タ ベ
ー

ス構築に伴 う業務委託

　共 有データベ ー
ス の 構築 にあ た っ て は，デー

タ の 収集，

ソ フ 1一ウ ェ ア の 作成 ，デー
タ チ ェ ッ ク の マ ネー

ジ メ ソ ト

な ど，様 々 な作業 を伴う。こ れ らす べ て を地 盤工 学 会九

州支部会員が担当す る 形で 実施す る と，会員の 時 間的 拘

束 が 大 き く，データベ ース 構築 に多 大 な 時間を要 す る恐

れ が あ るた め，作 業 を外部委託 して い る 。 た だ し ， 収集

した ボーリソ グ データは ，DB 構築段階で デー
タ提供者

に よ るチ ェ ッ ク な らび に 各県の 大学 に よ るチ ェ ッ クの 2

度 の デー
タ の チ ェ ッ ク を 実施 して い る。

6． 共有デ
ー

タベ
ー

ス構築の収支の 見込み

　 データベ ー
ス の 構築を 含む 九 州地盤情報 シ ス テ ム 協議

会 の 活動 に 伴 う向 こ う5 年間 の コ ス トを算定 し，こ れ

らの コ ス トは，デ
ー

タベ ー
ス CD −ROM の 有償提供に 伴

う収 入 で まか な うこ と と した。平成 16年 3 月 に，地 盤

工 学 会 九 州 支 部 の 会 員 を 対 象 に，デ ー
タ ベ ー

ス CD −

ROM の 購 入希 望 調 査 を実 施 した。平成 17年 3 月に も再

度調査実施 した。その 結果 に よ る と約300 の購入が見込

まれ る結果となり，そ の数 に基 づ き販売価格が 決定さ れ

た。

　な お，CD −ROM の 購入 を希 望 され る 場合 に は，所定

の 購入 申込 書に 必要事項 を記入 の 上，  地 盤工 学会　九

土 と基礎，54− 3 （57S）
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支部ね っ と

州支部まで お申し込み 下さい。申込書 に つ い て は ， 地盤

工 学会 九 州支部 の 情報広場 の ホ
ー

ム ペ ー
ジ （http：〃

150．69．34．481xoops 　jgskl　1） か らダ ウ ン ロ
ー

ドで き ま

す。また，支 部 に お 問 い 合 わ せ くだ さ い 。

1） デ
ー

タベ ー
ス の 価格

　　
一

式 （CD −ROM 　1 枚）55000 円 （税込み ）

2） データベ ース の 発行機関

　　制地 盤 工 学会　九 州 支部

3） 購 入方法

　　　所定の 購入 申込 書に ご記入 の う え，地 盤 工 学

　　会九 州支部事務局宛 Fax または e メ
ー

ル に て

　 　 お 送 り下 さ い 。

4） 連絡先

　　社団 法人 地 盤 工 学会 九 州支部

　　住所 ：〒 810−0041 福岡県福 岡市 中 央 区 大 名 2

　　
− 4− 12　CTI 福 岡 ビ ル 2F

　 　Tel ：092− 717− 6033，　 Fax ：092　
・・717− 6034

　　e−mail ：jgsk−jimu＠par．odn ，ne ．jp
　　ホームペ ージ ：http：1！150．69．34．48！xoops 　jgsklf

い て の 共通認識 を持 つ こ とが重 要 で あ る。 そ の た め に は，

産官学 の 関係各機関の 合意形成が 最 も重要 で あ り，九 州

地 盤情報 シ ス テ ム 協議会 は ，ま さ に そ の よ うな 合意形成

の場 を提 供 して い る とい え る。関係 各位の ご努力に よ っ

て，平 成 17年 12月 に は，予 定 ど お り CD −ROM が 完成

し予約購入 者 へ の 発送 が開始 され た 。 さ らに将来に 向 け

て ，九州地盤情報 シ ス テ ム 協議会で は ， 今後各機関で実

施される地盤調査 デー
タ を効率的 に 収集 す るシ ス テ ム の

構築に 向け た 素案の 作成や，地盤情報はだ れの もの か 4）

とい っ た本 質 的 な点 に つ い て も合 意形 成 を 図 る取 り組 み

を行 っ て い る。最 後 に，本 活 動 は，九 州支 部 と して も初

め て の 試 み で あり，デー
タ ベ ー

ス の 構築 に 係 わ っ た 多 く

の 方々 ，協議会の 委員の 方 々 に 心 よ り謝意 を表 しま す 。

（文責 ：善　功企　九州大学大学院工 学研究院）

）1

）2

7． お わ り に

　情報 公 開，IT 化 とい っ た 社会的流れ の な か で ，デー

タベ ース の 構築 に あ た っ て は，九 州全 体が 地 盤情報 に つ

）3

）4
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